
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：ベトナム社会主義共和国 

案件名：中小企業支援事業（III） 

L/A 調印日：2009 年 11 月 10 日 

承諾金額：17,379 百万円 

借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 

Viet Nam） 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における民間セクターの開発実績（現状）と課題 

 1986 年のドイモイ（刷新）政策開始以来、ベトナムは市場経済への移行とともに

国際経済との統合を積極的に推進し、著しい発展を遂げてきた1。今後も堅調な経済

成長を維持するには、民間セクター開発が重要なカギを握る。ベトナムでは、国営企

業改革が進められた結果、民間セクターはGDPの 45.9%、企業全体の純利益の 42.0%
（いずれの数値も 2007 年）を占め、その大部分を占めるのが中小企業（2006 年末時

点で総民間企業数の 98%に相当）となっている2。しかし、資金アクセスや経営ノウ

ハウ・技術の不足等が中小企業にとってのボトルネックとなっており、中でも、中小

企業向けの資金不足は深刻な問題となっている。その要因として、第一に金融システ

ムが発展途上にある点が挙げられ、例えば企業組織や事業計画を総合的に判断して融

資を行うリレーションシップ・バンキングが発達していないため、将来性のある企業

であっても資金調達が困難な状況にある。第二に、輸出型企業を中心に昨今の経済危

機(世界同時不況)の影響を大きく受けている点があげられる。 

 (2) 当該国における民間セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ベトナム政府は 2001 年に中小企業を管轄する中小企業庁（ASMED）を計画投資省

（MPI）下に設置し、中小企業に対して技術指導を行う中小企業技術支援センター

（TAC）も開設された3。2006 年には「中小企業発展計画：2006～2010 年」が発表

され、これにより、行政手続きの簡素化や産業人材の育成、中小企業の競争力強化等

に向けた諸施策が策定された。また、2008 年以降、金融危機の影響が顕在化すると、

政府は中小企業向け法人税の 30%引き下げと納税期限の延期、4%の利子補給等、様々

な中小企業支援策を打ち出している。 
国家銀行（SBV）によると、中長期資金に対する需要は中小企業の間で依然として

高いにもかかわらず市場での資金調達は困難な状況にあり、よって本事業を通じて中

小企業向け資金を供給する意義は大きく、これはベトナム政府の政策課題とも合致し

ている。さらに、ベトナムにおける中小企業の重要性を鑑みれば、本事業で中小企業

を財政的に支援することは同国の経済・社会的安定にも寄与する。また、2018 年の

東南アジア諸国連合（ASEAN）自由貿易地域・共通効果特恵関税（CEPT）完全発効

                                                  
1 ベトナム統計総局（GSO）によると、2008 年の国内総生産（GDP）成長率は 6.2%、農業生産は前年比 3.8%増、鉱工業生

産は同 6.3%増、直接投資受入額は同 43.2%増の 115 億ドルとなった。 
2 政令 90 号（2001 年 11 月 23 日付）によると、中小企業の定義は「資本金 100 億ドン以下、もしくは従業員 300 人以下」

となる。 
3 政令 116 号（2008 年 11 月 14 日付）により、中小企業庁から企業開発庁（Enterprise Development Agency）に改称され

た。 



を控え、国際競争力強化の観点からも、国内地場産業の育成は喫緊の課題となってお

り、本事業を通じて電子機器、機械部品等を製造する中小企業の資金調達を支援する

ことは、日本政府が日越共同イニシアティブ等を通じて進めている裾野産業の育成に

も資することが期待される4。 

 (3) 民間セクター振興に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対ベトナム国別援助計画（2009 年 7 月）においては、支援の重点分野の 1
つである「成長促進」の中で民間セクター開発分野での協力が挙げられ、本事業は同

計画に則ったものである。また、同計画を受け、「経済成長促進・国際競争力強化」

の１つとして JICA は民間セクター開発に取り組むこととしており、本事業はその一

環として実施される。 
（主な実績） 
有償資金協力「中小企業支援事業（I）、（II）」（1999 年、2004 年度承諾） 
技術協力「中小企業技術支援センター（TAC）プロジェクト」（2006 年 8 月～2008 年 8 月） 
技術協力「ハノイ工科短期大学機械技術者養成計画」（2000 年 4 月～2005 年 3 月） 
開発調査「中小企業振興計画」（1998～1999 年） 
民間セクター振興関係シニアボランティア派遣、等 

 (4) 他の援助機関の対応 

これまで様々なドナーがベトナム民間セクター振興・中小企業支援事業を実施してい

る。 
（主な実績） 
アジア開発銀行（ADB）「中小企業振興プログラムローン」（2004～2008 年） 
欧州連合（EU）「EU・ベトナム民間部門支援プログラム」（2005～2008 年） 
ドイツ技術協力公社（GTZ）「中小企業育成プログラム（SMEDP）」（2005～2009 年）、等 

 (5) 事業の必要性 

本事業は我が国、JICA の援助重点分野とも合致しており、本事業を実施する必要性・

妥当性は高い。 

３．事業概要  
(1) 事業の目的 

実施機関となるベトナム国家銀行から参加金融機関への転貸を介したツーステッ

プローンおよび技術支援等を実施することにより、同国における中小企業の資金アク

セスの改善を図り、民間セクター開発を通じて経済成長促進・国際競争力強化に寄与

するもの。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

ベトナム社会主義共和国全土 

(3) 事業概要 

1) ツーステップローン:参加金融機関を通じて中小企業に中長期資金を供給する。 
2）コンサルティング・サービス：案件実施補助、情報管理システムの更新等。 

(4) 総事業費 

27,628 百万円（うち、今次借款対象額：17,379 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2009 年 11 月～2012 年 12 月を予定（38 ヶ月）。貸付完了時（2012 年 12 月）をも

って事業完成とする。 

(6) 事業実施体制 

                                                  
4 日越両国が投資環境改善に向け、官民合同で具体的な行動計画を策定し、これを双方でモニタリング・評価する枠組

み。2003 年 12 月に開始。 



1) 借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic 

of Viet Nam） 

2) 事業実施機関：ベトナム国家銀行（SBV：The State Bank of Viet Nam） 

3) 操業・運営／維持・管理体制：国家銀行から参加金融機関に転貸し、参加金融機

関による貸し出し審査結果に基づいて中小企業に対して融資を行う。参加金融機

関は財務データの公表度、財務健全性、中小企業向け融資実績等を勘案して選定

される。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：FI 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は金融仲介者に対して融資を行い、JICA による

融資承諾前にサブプロジェクトが特定できず、且つサブプロジェクトが環境へ

の影響を持つことが想定されるため、「環境社会配慮確認のための国際協力銀

行ガイドライン（2002 年 4 月制定）」上、カテゴリ FI に該当する。 

③ 環境許認可：本事業では、実施機関がベトナム国内法および「環境社会配慮確

認のための国際協力銀行ガイドライン」に基づき環境社会配慮を行うこととな

っており、各サブプロジェクトについて、該当するカテゴリに必要とされる対

応が取られる。なお、カテゴリ A に該当するサブプロジェクトの実施は想定さ

れていない。 

2) 貧困削減促進： 特になし。 

3) 社会開発促進： 特になし。 

(8) 他ドナー等との連携：特になし。 

(9) その他特記事項：中小企業開発プログラムの枠内で他の協力案件との連携を検討

中。 

 

4. 事業効果 

(1) 運用・効果指標 

指標名（単位） 基準値 
目標値(2014 年) 

【事業完成 2 年後】 

融資対象中小企業の売上 前年度の実績をサブロー

ン供与時にデータ記録 

サブローン供与時より

拡大 

融資対象中小企業の利益 同上 同上 

参加金融機関の企業法対象企業

への融資残高（10 億ドン） 
171,794 

（2008 年実績値。フェー

ズ II の PFI9 行の合計。）

基準値より拡大 

参加金融機関の企業法対象企業

への融資残高に占める中小企業

向融資の割合（%） 

65 
（2008 年実績値。フェー

ズ II の PFI9 行の平均値。）

同上 

(2) 内部収益率：算出せず 



5. 外部条件・リスクコントロール 

特になし。 

 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

過去フェーズの事後評価から、対象となる中小企業の定義設定に留意すべきとの

フィードバックを得ている。本事業の実施に際しては、審査時に企業開発庁、SBV

と合同協議を行い、ベトナムで行われている中小企業の定義変更に関する協議を行

った。その中で、①政令 90 号の改訂によって本事業の対象となる中小企業の母集

団が著しく減少することはない、②産業類型ごとに異なる定義の導入は、ベトナム

政府にとっての優先成長分野を反映させた結果である、③登録資本（registered 

capital）から総資産（total asset）に変更したことにより、中小企業の経営実態を

適格に把握できるようになった、との 3 点を確認した。本事業では、政令 90 号の

改訂版である政令 56 号（2009 年 6 月 30 日付）の定義を採用することした。 

 

表．中小企業に関する定義の比較 

 従業員数 事業規模*（VND） 

政令 90 号 ≦300 人 ≦100 億

農林水産業 ≦300 人 ≦1,000 億

製造業・建設業 ≦300 人 ≦1,000 億

政令 56 号 

貿易・サービス業 ≦100 人 ≦500 億

＊：事業規模を示す変数として、政令 90 号では登録資本（registered capital）が用い

られていたのに対し、政令 56 号では総資産（total asset）が採用されている。 

 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1） 融資対象中小企業の売上 

2） 融資対象中小企業の利益 

3） 参加金融機関の企業法対象企業への融資残高（10 億ドン） 

4） 参加金融機関の企業法対象企業への融資残高に占める中小企業向融資の割合

（%） 

(2) 今後の評価のタイミング 

事業完成２年後 

 

以 上  


